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東アジア地域における物流活動の
　　　　　　　空間的再編成
一80年代以降の日本の国際コンテナ物流を中心として一
津　　守　　貴　　之
はじめに一本稿の課題
　本稿の直接的課題は（1）近年の日本国内におけるの貿易／物流活動の空間的
配置の再編成の実態をみること（第1節，第皿節），（2）次に（1）の実態が海外の
貿易／物流拠点，とりわけ東アジア経済地域内のそれとの関連でみた場合，
どのような構図が浮び．ヒがってきているのかを分析すること（露霜節），③
最後に（1）と（2）が持つ意味を考察すること，である。また間接的課題としては
（1）「グローバル」化の空間的側面を図式化し，「グローバル」化という実態を
物流面に限ってではあるが具体的に検討することである。私は以前，「グ
ローバル」化という言葉の意味を空間的側面に限定して次のように暫定的に
定義した。即ち，①国内諸地域が他国内諸地域と国民経済という空間的領域
を越えて直接的に連結する現象，②その結果として国民経済の凝集力が弱ま
り，国内での中心一周辺関係（中央一地方関係等）が他国の中心一周辺関係
と入り交じりイレコ構造になる，と言うものである（津守〔1992b⊃。しか
し前稿では定義を示しただけで具体的な分析を行っていなかった。そこで本
稿では上記の「グローバル」化の実態を物流面からみてみることにする。加
えて，（2）国内的には「多極分散型国土の形成」そしてその実現のための大き
な柱である「地方の国際化」の実態の1側面を明らかにすること，（3）それと
ともに東アジア地域における貿易／物流の空間構造を示すことによっていわ
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ゆる「局地経済圏」あるいは「地域間経済協力」といわれる現象を分析する
一つの視角を提供すること，が本稿の間接的課題である。地域間の経済関係
の直接的な連結の実態を分析することは「東アジア経済圏」の基底的な構造
を分析する1つのてがかりとなろう。さらに上記のことはより一般的には（4）
国民経済とは何か，特に国民経済というものが空間的に凝集力あるいは求心
力を機能させるメカニズムとは何か，という問題と，それとは逆の国民経済
の世界経済への統合，即ち，国民経済の溶解とはどのような現象なのかとい
う問題を考察する第1歩となる。
　本稿は，そのタイトルにあるように，分析の対象を日本を中心とした東ア
ジア地域のコンテナ貿易／物流活動の空間的側面に限定する。またスペース
が限られているため本稿での論理展開の前提あるいは相互補完の関係にある
様々な現象については本稿のおわりに課題として提示し，それらの分析は次
稿以降に行う。
1　貿易／物流活動の国内拠点集中化
　1　コンテナ輸送の特徴
　日本のコンテナ貿易／物流の動向を分析する前に，コンテナ輸送の特徴を
技術面からみてみよう。
　一般にコンテナ輸送の特徴あるいはメリットは以下の点にあると言われて
いる（例えば，大阪商船三井船舶株式会社［1991コ，参照）。（1）貨物の包装が
簡易化した，（2）コンテナ輸送専用クレーンであるガントリー・クレーンを持
つコンテナ専用バースの設置により荷役作業が天候に左右されることなく迅
速に行えるようになった，（3）（1），（2）の要因によって海上輸送に関する各種作
業が標準化できるようになった，（4）作業の標準化によってコンピェータによ
る管理が可能となりより輸送効率が高まった，（5）上記の要因により輸送期間
が大幅に短縮され，いわゆる定曜日サービス（Weekly　Service）あるいは
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「国際JIT」輸送，さらには複数の輸送機関を連結する国際複合一貫輸送や
「総合物流」化が可能となった。複数の輸送手段の統合が可能となったこと
により，「Door　to　Door」輸送が実現した，（6）また在庫管理が容易となるとと
もに在庫をへらすことができ保管費用を節約することができるようになった
等である。次にコンテナ輸送の現状を日本を対象にして見てみよう。
　2　日本におけるコンテナ貿易の拡大
　最初に日本のコンテナ貿易の動向を取扱量と金額でみてみよう。日本のコ
ンテナ輸送取扱量は輸出入ともに増加傾向を示しており，1990年で輸出は
6000万トン，輸入は5000万トンを越えている（図表1）。また定期船貨物に占
めるコンテナ貿易の割合を示すコンテナ化率を重量ベースでみてみると（図
表2）輸出は80％を越え，輸入も90％に迫っており，定期船貨物はほとんど
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コンテナ輸送に依存している。
　このことは金額ベースでも確認できる。国際コンテナ貿易額は輸出入とも
年々増加している（図表3）。また海上貨物輸出入額全体に占めるコンテナ
貿易の比率も年々上昇しており，91年には輸出で60％，輸入で40％強となっ
ている（図表4）。
　このようなコンテナ貿易／物流の増大の背景には日本の貿易構造の変化が
ある。例えば日本の輸出は製品主導型であるとともに輸入に占める製品の比
率は年々上昇してきているが，コンテナ輸送は製品貿易に極めて適合した輸
送形態である。したがってコンテナ輸送の持つ特徴，即ち迅速かつ正確な輸
送体制と製品貿易の増大が結合することによってコンテナ輸送が今後とも増
大する傾向が見られることは間違いない。本稿での問題は増大しつつあるコ
ンテナ貿易／物流活動が空間的に見てどのような配置状況にあるのか，そし
てそれがどのように変わりつつあるのか，である。まず日本国内の状況を見
てみよう。
　3　コンテナ貿易／物流活動の国内拠点集中
　その他の形態の貿易／物流と同じく，コンテナ貿易／物流は日本国内の特
定の港湾で行われている。次にコンテナ貿易／物流の国内における特定港湾
への集中度についてみてみよう。
　図表5，6は日本の主要外国貿易拠点港湾である神戸，横浜，名古屋，東
京，大阪のいわゆる「5大港」が日本全体のコンテナ輸出入に占める割合を
数量ベースで示したものである。輸出入とも90％以上をこのわずか5つの港
湾で占めており，コンテナ貿易／物流の特定地域への集中度が極めて高いこ
とがわかる。
　もともとコンテナ貿易／物流は拠点集中化しやすい性質を持っている。そ
の理由として以下のものがあげられる。（1）寄港地の限定化一コンテナ船に限
一348一
東アジア地域における物流活動の空間的再編成　1169
　図表5　　　　　　　　　　　　　　　　　　図表6
5大港のコンテナ輸出量構成比（1990年），　　5大港のコンテナ輸入量構成比（1990年）
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　神戸市，横浜市，名古屋市，東京都，大阪市各港湾局『港湾統計』1991年版より作成
　らず船舶は一般に燃料効率，寄港によるさまざまな手数料や税金，手間など
　を極力避けるため寄港地をなるべく少なくする傾向がある，（2）コンテナ船の
　巨大化一コンテナ船は年々大型化しており（図表7），1隻あたりの平均コ
　ソテナ積載能力は80年の500本足らずから90年には1500本程度にまでに拡大
　している。その結果，大型船が入港できる港湾に寄港地が限定される他，寄
　極地を限定することによってスケール・メリットがより強く働くようにな
　る，（3）コンテナ設備投資の巨額化一従来，コンテナ・バースは船社が整備し
　ていたが，コンテナ・パースの整備は巨額の投資を必要とするため，特定港
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湾にコンテナ拠点が集中しやすい，（4）一定量以上の積み荷の必要性一コンテ
ナ輸送は，当然のことながら，コンテナ単位で輸送されるため最低コンテナ
1本分の荷物が必要となる。また一定単位以上のコンテナが集まる港湾でな
いと巨大化しつつあるコンテナ船は寄港しない。以上のいわばコンテナ物流
機能集中化要因は主に運送業界，とりわけ船社の側から生じるものである。
図表8
5大港後背地のコンテナ生産量全国シェア
　　　　　　（1989年調査）
21・86％駐ｫ鉱　＿＿＿＿罎一　　　　　　　　　　　　図S大港後背地　　　　　　　　　　　　口その他地域
図蓑9
5大港後背地コンテナ消費量全国シェア
　　　　　（1989年調査）
轡、麿
　　　　　　　　　大蔵省関税局／全国各税関／運輸省港湾局
　　　　　『平成元年度全国輸出入コンテナ貨物物流調査報告書』より作成
　　　　　・5大港後背地＝関東，中部，近畿
　　　　　・その他地域ご北海道，東北，北陸，中国，四国，九州，沖縄
　このようにコンテナ貿易／物流は集積のメリットが強く働く。したがっ
て，（1）コンテナ貨物需要が集中している関東，中部，近畿地方の港湾である
5大港にコンテナ貨物が集中している，②5大港から離れた地域ともコンテ
ナ貨物のやり取りが活発に行われている，等の状況がある。また図表8，9
をみてみると次の2つことがわかる。（1）5大港はその後背地に巨大なコンテ
ナ貨物需要をもっている。具体的には5大港の後背地である関東，中部，近
畿は，全国のコンテナ貨物生産量の80％弱，輸入コンテナ貨物の消費量の
85％強のシェアを占めている，（2）先にみた5大港のコンテナ貿易／物流の
シェアは輸出入ともに90％以上であった。したがって生産と輸出での間で
10％以上，消費と輸入の間で5％以上のずれがある。このずれの分だけ5大
港は後背地以外の地域のコンテナ貨物需要に対応していると言える。
　この日本のコンテナ物流活動の空間的配置状況を概念的に示すと図表！0の
ようになろう。基本的に外国とのコンテナ物流は5大港という国内拠点港湾
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図表10　コンテナ物流拠点集中化概念図
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によって処理されており，Ei本国内のその他の地方港は国内拠点港湾を通し
て間接的にのみ外国と接触していることになる。より具体的に言うならば，
巨大コンテナ船を使う外国との問の幹線輸送であるダイレクト（本船）輸送
は5大港という国内拠点港湾がほぼ独占的に行い，国内貨物のやり取りを行
う支線輸送であるフィーダー輸送あるいは陸上輸送によって外国との窓口＝
5大港とその他の地方港とは結びつき，5大港を介して地方港は間接的に外
国とつながっているのである。
　つまりコンテナ物流に関しては外国との窓口が少数の港湾に特定化されて
おり，ほとんど全てのコンテナ貨物がその少数の特定化された窓口，即ち5
大港，を経由して外国と行き来しているのである。国際コンテナ物流活動の
このような国内空間構造は物流面での国民経済の凝集力あるいは求心力を表
’現していると同時にそれを支えている要因なのである。言い換えるならば，
国内の諸地域が直接に国際コンテナ物流を行えない，ということが日本の国
民経済の空間的な「体性の！表現なのである。
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11　貿易／物流活動の地方分散化
　1　5大港以外の港湾のコンテナ貿易／物流活動の活発化
　しかしこのようなコンテナ貿易／物流活動の特定港湾罵5大港への集中は
過度に進むとかえって集積のデメリットを顕在化させることになる。港湾の
処理能力を越えた集荷が行われると当然，コンテナ貿易／物流の大きなメ
リットである迅速さと正確さが損なわれることになる。またコンテナ輸送の
技術的特徴からもともと作業が標準化しているためコンテナ輸送業への参入
がきわめて容易になっており，潜在的にコンテナ輸送サービスが供給過剰に
陥りやすい状態になっている。さらにコンテナ貨物の大荷主として巨大メー
カーが輸送経路に対して大きな発言力を持つようになってきている。図表
11，12は輸出入コンテナ貨物の施設別構成比を表したものである・。輸出入コ
ンテナ貨物は荷主，特にメーカーの倉庫からあるいは倉庫へ直接に出入りす
図表11　施設別コンテナ貨物量：割合（輸出）　図表12　施設別コンテナ貨物量割合（輸入）
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出所　図表8に同じ
る割合がしだいに高くなってきていることが分かる。つまり，本来，惣社，
商社や海貨業者，倉庫業老等によってなされてきた国際物流と国内物流の連
結という仕事にしだいに荷主が直接関与するようになってきているのであ
る。
　上述した諸要因によって，過度に集中した貨物を他の地方の港湾で処理し
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○地区　　○：1986年度末時点で整備されていた地区
　　　　○：1986年度末以降1993年4月までに整備
　　　　　　された地区
　　　　○：整備中の地区
　　　　○：未整備の地区
○港湾　一：1986年度宋以降1993年4月までに整備
　　　　　　された港湾
　　　＊　：現在整備中の港湾
　　その他：1986年度末時点で整備されていた港湾
資料　運輸省資料により国土庁計画・調整局作成。
注　外貿拠点港湾とは，ガントリークレーンを備えた本格的な外貿コンテナターミナルが
　整備されている港湾。
出所　国土庁計画・調整局編r第四次全国総合開発計画総合的点検中間報告』
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ようとする動きがでてくる。それと同時に港湾を持つ各地方自治体が「地方
分権」の手段の一つである「地方の国際化」の手段として当該港湾の本格的
外貿拠点化を進める傾向がある。その具体的な動きはコンテナ設備の地方自
治体による整備である。
　実際，港湾機能の過剰集積のデメリットを解消するための政策も具体化さ
れてきている。図表13はガントリー・クレーンおよびコンテナ専用バースを
備えた本格的な外国貿易コンテナ設備を持つ外回拠点港湾を地方に分散させ
るという政策の方向を示したものである。即ち，北海道では苫小牧港，日本
海では新潟／伏木富山港，東海では清水港，北部九日目は北九州（門司）
港，下関港（以下，関門港と略）s博多港等が地方の新たな拠点港湾として考
えられている。
　5大港以外の港湾のコンテナ貿易／物流の動向を取扱量／金額の両面でみ
　図表14
非5大港湾が占めるコンテナ輸送量のシェア（％）
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運輸経済研究センター『数字でみる物流』1992年版および横浜市港湾局『港湾統計』より作成
　　　　　　　　　　図表16
　　　　　　　　　　非5大港のコンテナ貿易全国シェア推移（％）
　　　　　　　　　18　　一一幽一一幽，一，一F－F一，匿一一一一F一曽曹一一一，一一曹旭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピ　　 ’6　　PF＝v’＝fiA
　　　　　　　　　l4　曽一・．■一一冊r－eLL■匿一一卿P一軸一一一一一瞬m－R一一
　　　　　　　　　　を　　ドらのロドほほヘココココロロロロロほの　ロロリリ　らコ　　　　　　　　　　lo．＿＿＿一一一＿一＿一一．一＿＿　　＋拙
　　　　　　　　　8一一一臨幽一一曽’一一一一’一”’一一“一rr““‘一一”囲一’　＋fiu入
　　　　　　　　　6　　・一一，曽一一一一曹’，”一”P幽P’一一一r幽辱“．
　　　　　　　　　4　　騨一曹謄，’一一曽塵一一一，一一一一一暫曹，一’一一畠一一曹暫
　　　　　　　　　2　　曹一一．一一・一圏一一一曹一一P“一一，卿’，｝．幽・匿一一
　　　　　　　　　〇　　　　　　　　　87年　　88年　89年　　90年　91年　　92SP
　　　　　　　　　　横浜港コンテナ統計資料より作成
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てみると，5大港以外の港湾のシェアがしだいに上昇していっていることが
わかる。まず非5大港以外の港湾の：全国シェアの推移を重量ベースでみてみ
よう（図表14）。非5大港が占めるコンテナ輸送量の全国シェアは輸出入と
とも！981年に2％前後であったものが，89，90の両年にややシェアを落とし
てはいるが，87年以降は7％以上となっている。取扱量をみてみ．ると81年に
輸出で60万トン，輸入で50万トン弱であったものが90年間は同じく440万ト
ン，380万トンと7倍以上に増加している。全国シェアを若干落としている
80年代末以降も絶対量では増加しているのである（図表15）。また80年代末
以降を金額ベースの統計で補完的にみてみると（図表16），輸出は87年の
15％強から92年の18％弱，輸入は同じく15％から16％強へとシェアをのばし
ていることが分かる。
　2　コンテナ貿易／物流の「地元」化
　5大港の後背地以外の地域（中部を除く）におけるコンテナ貨物の流動状
況を調査時期ごとに比較してみてみると図表17，18のようになる。即ち，輸
出では中部以外は全ての地域で生産されたコンテナ貨物の船積み港＝輸出港
に占める5大港の割合が低下している。特に5大港から空間的に最も離れて
いる北海道と九州／沖縄はその傾向が顕著である。70年調査の時点では両地
域で生産されたほとんどのコンテナ貨物が5大港から船積みされていたのに
　図表17　　　　　　　　　　　　　　　　　図表18
生産地別非5大港船積みコンテナのシェア11（％）　　　　　生産地下調5大港船積みコンテナのシェア：2（％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　14????
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図表8に同じ
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対して，89年調査の時点では北海道で60％以上，九州／沖縄で40％以上が5
大港以外の港湾を船積港としている。
　輸入でも同じ傾向が見られる（図表！9，20）。70年調査の時点でほとんど
0％であった5大港以外の港湾からのコンテナ貨物の輸入が89年調査の時点
で北海道65％，九州／沖縄の50％強をはじめとして北陸の18％強，中・四国
の16％強，中部の10％強，東北の5％と傾向的にその比率を上昇させている
ことが分かる。
　図表19　　　　　　　　　　　　　　　　　　図表20
　消費地別非5大港船卸コンテアのシェア：1（％）　　　　　消費地別非5大港船卸コンテナのシェア：2（％）
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　　　　　　　　　　　　　　　図表8より作成
　次にこの非5大港後背地におけるコンテナ輸出入活動の5大港離れという
現象を北陸，九台目2地域のそれぞれの地元コンテナ港湾である新潟港と関
門（門司＝北九州，下関）／博多港の地域内コンテナ貨物の取扱比率の推移
をみてみることで確認してみよう（図表21）。
　これら2地域におけるコンテナ物流活動のいわば「地元」．化をみてみる
と，その規模においてかなりの違いが見られるが，両地域ともに地元港の比
図表21：地方におけるコンテナ物流活動の「地元」化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（トン・ベース）
　　　　　　輸出　　　　　　　　　輸入
1985年調査 1989年調査 1985年調査 1989年調査
新潟港 0．3 1．2 0．2 8．3
関門／博多港 30．8 39．3 48．0 62．2
図表8に同じ
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率が上昇している。この数字を図表17，！8，19，20の数字と比較して検討し
てみよう。図表18，20によると，北陸の5大港離れは輸出で89年が6％，輸
入で同じく18％強である。これに対して図表21にある新潟港の地元コンテナ
貨物取扱量のシェアは，輸出は89年で1，2％，輸入で8．3％となっており，5
大港離れをした地元コンテナ貨物のうち輸出の1／5，輸入の2／5を取り
扱っていることになる。また九州では5大港離れは輸出で89年の40強％，輸
入で同じく65％であるのに対して，関門／博多港の地元コンテナ貨物取扱量
のシェアは輸出で39．3％，輸入で62．2％と，ほとんどが地元コンテナ港であ
る関門／博多港によって5大港離れをした地元コンテナ貨物の輸出入が処理
されていることが分かる。
　また北海道の主要コンテナ取扱港湾である苫小牧港については『コンテナ
流動調査』では取り扱われていないため苫小牧港のコンテナ輸出入量の推移
をみることによって上記の傾向の説明を補完することとしよ瓦苫小牧港は
図表22にあるように，88年まで輸出入ともにわずか2，3万トン程度が上限
であったが，89年から急激にコンテナ輸出入量を伸ばしており，91年には輸
出で15万トン強，輸入で19万トンとなっている。この変化は北海道における
コンテナ貨物輸出入活動の5大港離れという現象が89年調査で顕著にあらわ
　　　　　　図表22
　　　　　苫小牧港のコンテナ輸出入量推移（単位＝トン）
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苫小牧港管理組合『苫小牧港統計年報』1992年版より作成
一357一
1178
れていることを考えると，北海道のコンテナ貨物が北海道内の港湾である苫
小牧港によって取り扱われてきていることを示していると考えられる。
　つまり国内的側面に限るならぼ，国際コンテナ貿易／物流のF地元」化と
いうかたちで「多極分散型国土形成」の1手段としての「地方の国際化」が
進展している。このことは国内のコンテナ物流拠点である5大港から地方が
しだいに相対的であれ自立しつつあることを示している（図表19）。
皿　貿易／物流活動の国際的拡散
　今まで国内でのコンテナ物流活動の空間的再編成およびその国内要因と国
内的な意義について述べてきた。次にこの国内での対外窓口の分散化を東ア
ジア経済地域全体のコンテナ貿易／物流の中で位置づけてみよう・。
図表23　地方港の国際化概念図
rgma^／／i’lil）（1）x［
O／i1　XN
鵬・ U
　　　地方港B　＼
　　　　　　　　　b
　　　　　　　地方港C
???﹈）
　1　東アジア地域におけるコンテナ取扱量の増大
　図表24にあるように世界のコンテナ取扱量は着実に伸びている。その中で
も特に極東／アジア地域の伸びが顕著である。極東／アジア，欧州，北米地
域はコンテナ物流の3大地域であるが，欧州や南北アメリカと比較してみて
も，極東／アジア地域の伸びは大きく，コンテナ取扱：量増大の最大の推進地
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図表24：地域別コγテナ取扱量（TEU）増減率の推移（％）
地　　域 1981982 1983 1984 1985 1986198719881989 19901 91
極東・アジア 3．4 ／．6 3．8 4．9 2．8 5．65．3 5．1 4．6 4．1 5．8
欧州 2．3 0．6 1．8 4．0 1．3 1．3 2．1 2．7 1．6 1．2 1．3
北米／カリブ／中南米 0．1 1．2 2．0 3．81．9 1．6 1．0 L50．9 0．9 1．2
アフリカ 0．8一〇．1 一〇．1 0．5 o．o G．G 0．2 0．3 0．2 0．2 0．4
オセアニア／南太平洋 0．2 0．2一〇．1 0．4 0．1一〇．1 0．2 0．3 0．2一〇．！ 0．1
中東 L40．7 0．7 0．4一〇．3 一〇．2 0．2 0．3020．2 1．0
合計増減率 8．2428．517．G 6．O 8．69．8lG．68．0 6．5 9．8
　　日本郵船調査部編『世界のコンテナ船隊および就航状況』各年版より作成
域となっている。
　さらに極東／アジア域内の諸地域別にコンテナ取扱量の増減および世界
シェアを見てみると（図表25），日本がほぼ横這いであるのに対して，NIEs，
ASEANは急激にそのシェアを上昇させていることが分かる。：つまり世界の
コンテナ物流の最大の牽引地域である極東／アジア地域のコンテナ取扱量の
急激な増大を支えているのは，日本ではなく，近年，経済の急成長をとげて
きた東・東南アジア諸国なのである。
　図表25：東アジアにおける地域別港湾コンテナ取扱量
1980年
i構成比）
1988年
i構成比）
1989年
i構成比）
80／89年間平均伸び率伽
日本 9％ 9％ 9％ 9．2
NIE・虜燃イ莞港） 13％ 19％ 20％ 14．8
ASEA・〔タイ／マレーシア／インドネシア／フィリピン）
2％ 4％ 5％ 17．3
極東計 25％ 34％ 36％ 13．6
世界計 100％ 100％ 100％ 8．9
日本・郵船調査部編r世界のコンテナ船隊および就航状況』各日版より作成
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　2　東アジア地域におけるコンテナ貿易／物流拠点の変遷
　極東／アジア地域は世界のコンテナ貿易／物流増大の牽引力となってお
り，またその中で日本の位置は相対的に後退しつつある。このことは当然，
日本の主要拠点港湾が極東／アジア地域の他の主要拠点港湾と比べて相対的
にその位置を後退させつつあることを意味している。図表26をみてみよう。
これは80年代における世界の主要コンテナ拠点港湾のコンテナ取扱量の推移
を比較したものである。まず1991年をみてみると，シンガポール（1位），香
港（2位），高雄（4位），釜山（5位），神戸（6位），基隆（9位），横浜
（工1位），東京（12位）と主要15港湾のなかの半数以上が東アジア地域の港湾
図表26；コンテナ取扱量上位15港の推移 （単位：1000TEU）
港　湾　名 順位 1981年 順位 1986年 順位 1988年順位 1991年
シンガポール 6 ユ065 5 22032 33751・ 6354
香　港 4 15602 27741 40332 6162
高　雄 5 11253 24824 3G833 3913
　　　　、鴻bテルダム 1 20491 28703 32894 3766
釜　山 14 744 8 15336 22065 2694
神　戸 3 ！577 6 18855 22336 2635
ハンブルグ 7 907 13 124610 16227 2189
ロサンジェルス 17 621 10 13259 16528 2038
基　隆 16 655 7 15878 17629 2005
ニューヨーク
^ニェージヤージー 2 18604 23407 209610 1865
横　浜 9 813 12 131013 14531！ 1796
東　京 15 695 14 108214 139612 1784
ロングビーチ 21 554 9 139411 154013 1768
アントワープ 12 795 11 131312 147014 1761
サンファン 8 842 16 963 16 113615 1584
世　界　計 40851 60877 7292893101
Containerization　lnternational各年版より作成
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によって占められていることが分かる。一見してわかるように日本の主要拠
点港湾である神戸，横浜単二が後退し，シンガポール，香港，高雄，プサ
ン，基隆などといったNIEsの主要拠点港湾が急速に台頭している。
　日本以外の東アジア地域におけるコンテナ取扱量の急激な増大の原因は以
下のようなものが考えられる。（1旧本企業の十字アジア直接投資の増大一日
本企業の東アジアにおける生産拠点の充実によって東アジア域内での生産拠
点間物流が活発となり，とくに部品など中間財のJIT輸送や製品輸送に適し
たコンテナ輸送が増えた。（2）東アジア諸国の工業化一（1）とも関連するが，東
　図表27：1990年のフルコンテナ船運航船腹量上位20社
Nα 89Nα オペレーター 船　籍 隻　数 90　TEUTEU　UP％
1 1 EVERGREENTWN 47 115，448 1．4
2 2 MAERSK DEN 38 93，850 9．1
3 3 SEA－LAND USA 33 77，182 0．1
4 5 NYK JPN 32 65，166 14．0
5 6 COSCO CHR 50 62，204 13．1
6 4 APL USA 24 58，500 1．7
7 12 MOL JPN 26 54，687 24．8
8 7 00CL HKG 20 49，144 一6．1
9 11 HANJIN KRS 23 47，887 6．9
10 10 YANGMINGTWN 19 45，676 一1．6
TOP　lO　TOTAL 312 669，744 一
11 8 HAPAG GER 20 45，411 一2．9
12 9 KLINE JPN 18 45，376 一2．6
13 14SCANDUTCHDEN 14 37，598 10．3
14 13 P＆OCL GBI 16 37，587 一13．3
15 15NED NTH 19 3！，894 0．8
16 17NOL SNG 16 31，837 7．2
17 16ZIM ISR 21 29，954 一1．0
18 19 CGM FRA 16 23，968 10．1
19 18UASC UAE 15 23，686 一3．5
20 20BSC USR 24 22，400 7．2
TOP　20　TOTAL 491 g99，455 一
出所：日本・郵船調査室編r世界のコンテナ船隊および就航状況』1991年版
一36！一
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図表28：1990年のフルコンテナ船アジア域内運航船腹量上位20社
Nα 89Nα オペレーター 船　籍 隻　数 90　TEUTεUUP％
1 1 COSCO CHR 20 9，907 12．3
2 4 TSK JPN 12 8，914 88．1
3 2 WAN　HAI TWN 14 8，639 23．5
4 6 KLINE JPN 12 8，407 106．7
5 3 APL USA 4 5，166 一12．3
6 5 UNIGLORY TWN 6 4，780 2．6
7 11 CHENG　LIE TWN 7 4，304 48．0
8 8 PIL SNG 7 4，019 ユ4．8
9 9 RCL SNG 6 3，706 6．3
10 10 NOL SNG 2 3，086 0．0
TOP　10　TOTAL 90 60，928 一
11 13 00CL HKG 4 3，060 9．8
12 19 M工SC MAL 7 3，027 140．6
13 12MAERSK DEN 5 2，406 一15，2
14 16 MOL JPN 2 2，026 0．0
15 7 NYK JPN 3 1，926 一45．7
16 14SINOTRANS CHR6 L884 一11．0
17 15 DONGNAMAKRS 4 1，602 一23．1
18 21 INTERASIAJPN 2 1，508 28．2
19 25 HNO／NAVIXJPN 3 1，368 57．6
20 18 SJSCO CHR 3 1，308 0．0
TOP　20　TOTAL 129 81，043 一
出所：日本郵船調査三編『世界のコンテナ船隊および就航状況』1991年版
アジア諸国の経済成長にともない東アジアからの輸出品目が全体的に一次産
品貿易から製品貿易へとその比重を移しはじめていることと，東アジア諸国
における消費市場の成長による製品輸入あるいは部品輸入などが増大してい
る。これらの品目もやはりコンテナ輸送に適したものが多い。（3十三船社の
台頭一米国海運法の改正などに一価される海運同盟の弱体化にみられるよう
に，80年代はとくに同盟船社以外の船社，いわゆる盟外船社が急速に台頭し
てきた。これら盟外船社は主に東アジア諸国系の船社であり，現在，東アジ
アを中心に世界のコンテナ海運に大きな影響力を持つ存在となっている（図
一362一
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表27，28）。つまり国際コンテナ物流機能が東アジアの主要港湾に集中しつ
つあるだけでなく，輸送を直接に担う船社の顔ぶれも「東アジア」化しつつ
あるのである。
　このようにみてくると，先に見た日本国内の地方港の「国際化」の動き＝＝
5大港からの自立化の動き，は実は東アジア諸国の有力コンテナ港と直接に
結びつきさらにこの結びつきを強化することによって進展しているという一
面を持っている。別の言い方をすると，地方港の「国際化」は国内拠点港へ
の依存をやめ他国の拠点港への依存を強めることによって実現しているので
ある。俗な言い方をすれば国内の「親分」港から他国の「親分」港へ乗り換
えることによって国内の「親分」港からの自立をはかっているという側面を
も持つものなのである。
　　　　図表29　地方港の「国際化」の実態
　　　　　　　　日本　　　　　　　　　　　　　アジア諸国
国艘点港湾○ 外国拠点港湾
／1＼ ○＼　　　地方港AO
?
島、港Ai＼ ○地方港B
O　　　＼
地方港B　　＼
○ ○地方港。
地方港C
　ここで経済の「グローバル」化という現象を物流面から見て定義すると次
のようになろう。まず各地方が地元港湾を媒介として直接的に他国の地方と
連結する現象，しかし横並びに連結するのではなく階層性を持った形で網の
目状で連結を持つ現象である。「グローバルゴ化とは，空間的側面に限定する
ならば，国内の周辺がその結びつきを持つ地域を国内中心地のみの状況から
他国の特定地域をも含めたより広い選択肢を持ちえること，したがって国内
の階層構造から他国の階層構造へ乗り移りがより自由になる状況であるとも
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言える。このような空間的な地域間のつながりは従来のような国民経済間の
つながりよりもよりきめ細かなものとなる反面，国民経済の凝集力あるいは
求心力を低下させ国民経済内部でのつながりを弱める原因となろう。日本経
済は1980年代に東アジア地域との経済関係を貿易／投資両面で強化した。80
年代は東アジア地域への日本企業の進出＝経営資源の移転や東アジア地域に
とっての輸出先としての日本といった形で一面では日本経済の東アジア地域
への拡延が進展した時期であり，したがって東アジア地域に対して日本経済
が強い経済的（さらには文化的）求心力を示した時期でもあった。日本にお
ける「地方分権」あるいは「多極分散型国土の形成」と日本の各地方におけ
る「局地経済圏」構想は表裏一体のものであり，日本経済の対外的拡延の一
部分であったと考えることもできる。日本の各地域が近隣諸国と直接的に経
済関係を取り結びその経済圏の中の頭脳部分になる，というイメージが国内
の経済活動の分散化という問題とリンクして想定されてきた。ところが本稿
で見てきたように現実はそのように動いていない。物流活動および機能は急
速に東アジアに集中しつつある。図表30で説明するならば日本はすでにB国
ではなくA国の位置にある。この背景には生産拠点の東アジアへの集中とい
う事態があることは容易に推測されるところである。つまり生産拠点の東ア
　図表30東アジアにおけるコンテナ物流の空間的連結概念図
　　　　　　　　　　　東アジア地域
A国　　　　　lB国域内拠点港　　i　　　　C国　　　　｝　　　　　　　　　　　　1
●
　　　　　　i　O
来齧ﾗ　　｝　　　　　　…
｝?…
域外　　　○
@／i＼σ’　　　1　’
@　　…@　　0
????????
?????、????????????????、???????「 ???…??????????????，????????????
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　d　　　　　　　　　　　　　　　　f
　　　　　　　　　　　　　　　　　／vジア集中によって物流活動／機能が東アジアへ集中しはじめているのであ
る。このように見てくるならば，日本経済は，少なくとも物流面では，急速
に東アジアに取り込まれつつあると言える。国境を越えた地域間の経済的連
結の網の目を基盤とする東アジア経済圏の中に日本経済も取り込まれようと
しているのである。
　さて最後に今後の課題をより明確にするため，ここで今までの分析をもと
に暫定的に物流面から見た経済の「グローバル」化の動きを図式化してみる
と図表31のようになろう。
　図表31物流面から見た経済のグローバル化
　　　　　　　　　　　　　　貿易摩擦／円高
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i。物認灘分散，、i
l　　②物流拠点の地方内拠点化　　　量l　　　　　l
I　　　　　　　　　　　　　　　　I
’　　　　　　　　　　　　　　　　聖
L一＿一＿＿＿一，一一＿一一＿一　　一一畠
Y
一一一
???????????????????　　海運業界の変化
t）圃際」王丁愉迭の必要性
Aメーカーの対船：祉交渉力の
@増大
??????
　　　l
@　　l
?????????????????
貿易・物流手段の変化
Eコンテナ貿易の増大
　　1
@　巳
??????????
経済関係のlnter　Loca！化
　海外直接投資　一一一＿一一
　　　　　　　　t■一一一一一一一一一一一一P一一駒一一 u
アジア地域の工業化
??????
対目本貿易品目の変化
製品／中間財貿易の増大
（1）部品直輸入の増大
（2）製品輸出の増大
アジア各港の国際物流拠点化
?????ー???ーー???????
一一一一一一一一b一一一一一一一一一一一一“
　この図表から分かるように以下の論点が次稿以降の課題となる。まず第1
に日本の貿易構造の変化を東アジア地域との製品／中間財貿易を中心に統計
資料をつかって検討することである。第2に東アジア地域における多国籍企
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業の物流ネットワークの実態分析である。この点については第1の論点と同
様に統計資料を分析するとともに，メーカーの生産拠点聞物流のあり方およ
び戦略の実態調査が必要となる。またこのようなメーカーの物流のあり方お
よび戦略に船社を中心とした物流業界がどのように対応しているのかをも検
討しなければならない（この点については不十分ではあるが津守［1992a］
を参照）。
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